（様式１）
寄附行為認可申請書
年　　月　　日　
島根県知事　　　　　　　様
                             　　　住　　　所　
                               　　　設立者又は設立代表者
　このたび、学校法人○○○○を設立したいので、私立学校法第３０条第１項（※）の規定により、関係書類を添えて認可を申請します｡
　　※専修学校、各種学校のみを設置する法人
　　　第６４条第５項において準用する同法第３０条第１項
□提出部数　２部（１部は、登記所提出用）
□添付書類　（（７）のみ２部提出）
（１）寄附行為 
（２）設立趣意書
　　○学校法人を設立するにあたっての経緯、目的及びねらい等（趣旨）を記載
（３）設立決議録

　　○議事に関する資料を添付し、設立代表者による原本証明をしてください。

（４）設立者又は設立代表者の履歴書

（５）設立代表者の権限を証する書類

（６）役員名簿及び役員となる者に関する次に掲げる書類

　①就任承諾書

②履歴書
③役員のうちに、各役員について、その配偶者又は３親等以内の親族が１人を超えて含まれていないことを証する書類

　④監事は、理事、評議員又は法人の職員を兼ねていないことを証する書類
⑤役員が欠格事由（私立学校法第38条第８項第１号及び第２号）に該当しない者であることを誓約する書類
　　⑥役員が学校法人の管理運営に必要な知識又は経験を有することを証する書類

（７）財産目録その他の最近における財産の状況を知ることができる書類

　　○公認会計士の監査の結果を記載した書類を添付
（８）寄附申込書
　　○寄附者の寄附能力（資力）を証明する書類を添付

　　　ア　寄附者が法人の場合：法人の定款、役員会の決議録、資金証明書

　　　イ　寄附者が個人の場合：資金証明書

（９）寄附の収納状況等を明らかにする書類 
　　①寄附金一覧

　　②預貯金の残高証明、通帳の写し

（10）不動産の権利の所属についての登記所の証明書類等
　　○証明書類の一覧表を作成してください。
　　○農地転用許可を必要とする土地の場合は、転用許可書等を添付してください。

（11）不動産その他の主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書
○現物寄附を受けた財産及び借用財産を受けた場合等に添付してください。

○新たに購入した場合等、評価を必要としない場合は、省略可。

（12）設立後２年間の事業計画及びこれに伴う予算書
　　①事業計画

　　②収支予算書
（13）経費の見積り及び資金計画を記載した書類
　　①設置経費及び経常経費並びにその支払い計画を記載した書類

　　②設置経費の算出基礎表

　　③転共用計画表

　　④設置経費及び経常経費の財源の調達方法を記載した書類

　　　※預金残高証明書、補助金の交付決定通知書等を添付してください。
（14）負債償還計画書
○負債がある場合又は借入れを予定している場合に添付 
（15）校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面

（16）設置しようとする学校の学則
（17）その他知事が必要と認める書類
※留意事項

　　認可後に、登記を行い、設立登記が完了した旨の届出を提出してください。

　（様式１０）
